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(57)【要約】
　本発明は、スチレンを主成分とする熱可塑性エラストマを含むとともにポリオレフィン
を含む第２の熱可塑性樹脂に粘着接合する第１の極性のエンジニアリング熱可塑性樹脂を
含む熱可塑性樹脂製品に関する。選択的に電気メッキするととともに、硬い樹脂部分およ
び柔らかい樹脂部分を用い、かつ柔らかい樹脂部分を製造するためにスチレンを主成分と
するエラストマおよびポリオレフィンから成る熱可塑性樹脂を用いる複合製品の製造する
方法もまた記載されている。また、この方法は、ａ）前記複合製品のための射出金型を作
り出す段階、ｂ）前記複合製品を射出成形する段階、およびｃ）前記複合製品を選択的に
電気メッキする段階を備えている。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　スチレンを主成分とする熱可塑性エラストマおよびポリオレフィンを含む第２の熱可塑
性樹脂に対する粘着接合性を有した第１の極性エンジニアリング熱可塑性樹脂を含む
ことを特徴とする熱可塑性樹脂製品。
【請求項２】
　前記スチレンを主成分とする熱可塑性エラストマの結晶部分が、このエラストマの２０
重量％を上回らない
ことを特徴とする請求項１に記載の熱可塑性樹脂製品。
【請求項３】
　前記第２の熱可塑性樹脂は、その側鎖が６０パーセント以上の留分を有するＳＥＢＳを
含む
ことを特徴とする請求項１または２に記載した熱可塑性樹脂製品。
【請求項４】
　前記第２の熱可塑性樹脂は、アモルファス軟質セグメントを有したＳＥＰＳを含む
ことを特徴とする請求項１または２に記載した熱可塑性樹脂製品。
【請求項５】
　前記第２の熱可塑性樹脂は、アタクチックポリプロピレンおよび／またはアルファオレ
フィンを含む
ことを特徴とする請求項１乃至４のいずれかに記載した熱可塑性樹脂製品。
【請求項６】
　前記第２の熱可塑性樹脂は、ホモポリマーまたはコポリマーの群から選択されるポリオ
レフィンを含む
ことを特徴とする請求項１乃至５のいずれかに記載した熱可塑性樹脂製品。
【請求項７】
　前記ポリオレフィンは、ポリエチレンまたはポリプロピレンのホモポリマーまたはコポ
リマーである
ことを特徴とする請求項６に記載した熱可塑性樹脂製品。
【請求項８】
　前記第２の熱可塑性樹脂は、酸変性ポリプロピレンまたは酸変性スチレンを主成分とす
る熱可塑性エラストマを含む
ことを特徴とする請求項１乃至７のいずれかに記載した熱可塑性樹脂製品。
【請求項９】
　前記第２の熱可塑性樹脂は、パラフィンまたはエンジニアリング油のグループから選択
される軟化剤を、前記第２の熱可塑性樹脂の重量の最高で６０％の量で含む
ことを特徴とする請求項１乃至８のいずれかに記載した熱可塑性樹脂製品。
【請求項１０】
　前記第２の熱可塑性樹脂は、充填剤および／または補強剤を含む
ことを特徴とする請求項１乃至９のいずれかに記載した熱可塑性樹脂製品。
【請求項１１】
　前記第２の熱可塑性樹脂は、炭酸カルシウム、タルク、硫酸バリウム、金属酸化物、金
属水酸化物、または、ケイ酸を、前記第２の熱可塑性樹脂の重量の最高で８０パーセント
の量で含む
ことを特徴とする請求項１０に記載した熱可塑性樹脂製品。
【請求項１２】
　前記第２の熱可塑性樹脂は、抗酸化剤、光安定剤、潤滑剤、または、着色剤を含む
ことを特徴とする請求項１乃至１１のいずれかに記載した熱可塑性樹脂製品。
【請求項１３】
　前記第１の熱可塑性樹脂がアモルファス熱可塑性樹脂である
ことを特徴とする請求項１乃至１２のいずれかに記載した熱可塑性樹脂製品。
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【請求項１４】
　射出成形、押出成形、あるいは、カレンダー加工が可能である
ことを特徴とする請求項１乃至１３のいずれかに記載した熱可塑性樹脂製品。
【請求項１５】
　硬い樹脂部分および柔らかい樹脂部分からなり選択的に電気メッキした複合製品を製造
する方法であって、
　前記柔らかい樹脂部分を製造するために、スチレンを主成分とするエラストマおよびポ
リオレフィンを含む熱可塑性樹脂が用いられ、
　前記方法が、
　ａ）前記複合製品のための射出金型を作る工程と、
　ｂ）前記複合製品を射出成形する工程と、
　ｃ）前記複合製品を選択的に電気メッキする工程と、を備える
ことを特徴とする方法。
【請求項１６】
　前記射出成形および前記電気メッキの工程の後に、不合格品の検査が追加のプロセス工
程として実行される
ことを特徴とする請求項１５に記載した方法。
【請求項１７】
　前記硬い樹脂部分が、スチレンを主成分とするエラストマおよびポリオレフィンから製
造される熱可塑性樹脂でオーバーモールドされる
ことを特徴とする請求項１５または１６に記載した方法。
【請求項１８】
　前記スチレンを主成分とするエラストマおよびポリオレフィンから製造される前記熱可
塑性樹脂が、金属効果スパングルで着色される
ことを特徴とする請求項１５乃至１７のいずれかに記載した方法。
【請求項１９】
　前記硬い樹脂部分に印刷が施される
ことを特徴とする請求項１５乃至１８のいずれかに記載した方法。
【請求項２０】
　極性アモルファスエンジニアリング熱可塑性樹脂が、前記硬い樹脂部分として用いられ
る
ことを特徴とする請求項１５乃至１９のいずれかに記載した方法。
【請求項２１】
　アクリロニトリルブタジエンスチレン共重合樹脂が、前記硬い樹脂部分として用いられ
る
ことを特徴とする請求項２０に記載した方法。
【請求項２２】
　前記スチレンベースのエラストマから製造される熱可塑性樹脂は、前記エラストマの２
０重量％を上回らない結晶部分を有する
ことを特徴とする請求項１５乃至２１のいずれかに記載した方法。
【請求項２３】
　前記柔らかい樹脂部分を製造するために、６０％以上の側鎖留分を含むポリスチレンポ
リ（エチレン／ブチレン）ポリスチレンが用いられる
ことを特徴とする請求項１５乃至２２のいずれかに記載した方法。
【発明の詳細な説明】
【発明の背景および発明の概要】
【０００１】
　本発明は熱可塑性樹脂製品（熱可塑性プラスチック製品）に関する。また、本発明は、
硬い樹脂部分（硬いプラスチック部分）および柔らかい樹脂部分（柔らかいプラスチック
部分）からなり選択的に電気メッキされた複合製品を製造する方法に関する。
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【０００２】
　ＡＢＳ（アクリロニトリルブタジエンスチレン共重合樹脂）、ＡＢＳ／ＰＣ（アクリロ
ニトリルブタジエンスチレン共重合樹脂／ポリカーボネート）、ＰＣ（ポリカーボネート
）およびＰＭＭＡ（ポリメチルメタクリレート）といった熱可塑性エンジニアリングプラ
スチック（エンジニアリング熱可塑性樹脂）における良好な粘着接合性(cohesive bondin
g)が、ＳＥＢＳ（ポリスチレンポリ（エチレン／ブチレン）ポリスチレン）をＴＰＥ－Ｅ
（熱可塑性ポリエステルエラストマ）あるいはＴＰＵ（熱可塑性ポリウレタン）のような
極性熱可塑性エラストマと組み合わせることによって得られることは公知である。そのよ
うな種類の製品は、例えば米国特許第５，１４９，５８９号に記載されている。
【０００３】
　ＳＥＢＳ／ＰＰ（ポリスチレンポリ（エチレン／ブチレン）ポリスチレン／ポリプロピ
レン）を主成分とする熱可塑性エラストマが、ポリプロピレンあるいはポリオレフィンの
ようなポリオレフィン系の物質と顕著な粘着接合性を呈することは知られている。この組
成物の透明材料もまた公知である。
【０００４】
　Kunststoffeの２００５年１月号，３４～３６ページには、ＰＣ、ＰＭＭＡおよびＭＡ
ＢＳ（メタクリル酸メチルアクリロニトリル／ブタジエンスチレンコポリマー）に対する
接合が、Ｓｔｙｒｏｆｌｅｘ（登録商標）の商標名で販売されているＳＳＢ（部分不飽和
スチレン／ブタジエンブロックコポリマー）を主成分とする材料によって可能となる効果
に関する報告が含まれている。この材料のショアＡ硬度は８５である。これは、多くの絶
縁用途においては硬すぎると考えられ、かつ、二重結合の存在によって多くの屋外用途に
用いることができない
【０００５】
　従来技術には、一般的に以下の欠点がある。
　－　ショアＡ硬度で７０以下のショア硬度に加えて良好な耐候性を具備しつつ、アモル
ファスエンジニアリング熱可塑性樹脂に対して優れた粘着接合性を呈する、透明な高分子
化合物を製造することができない。
　－　ＴＰＥ－ＥまたはＴＰＵによるＳＥＢＳの改質、並びに、酸変性ＳＥＢＳあるいは
改質ＰＰ（ポリプロピレン）を用いた溶化は高価でありかつ困難である。ある種の成分で
は、多相構造はスプルーゲートの領域における層間剥離に帰着する。
　－　加水分解を受けやすいＴＰＥ－ＥまたはＴＰＵといった極性熱可塑性エラストマと
ブレンドされるので、前もって乾燥させなければならない。
　－　関連技術によって接合性を改良した材料は、７０℃より上の温度において絶縁材料
として用いることができない。
【０００６】
　本発明の目的は、関連技術のこれらの欠点を解決することにある。
【０００７】
　驚くべきことに、この目的は、スチレンを主成分とする熱可塑性エラストマおよびポリ
オレフィンを含む第２の熱可塑性樹脂（熱可塑性物質）に対する粘着接合性を有した第１
の極性エンジニアリング熱可塑性樹脂（極性エンジニアリング熱可塑性物質）を含むこと
を特徴とする熱可塑性樹脂製品によって、解決されることが判明した。
【０００８】
　この物質の好ましい実施の形態において、スチレンを主成分とする熱可塑性エラストマ
の結晶部分は、そのエラストマの重量の２０パーセントを上回らない。
【０００９】
　その結果、ＡＢＳ、ＡＢＳ／ＰＣ、ＰＣあるいはＰＭＭＡといった極性エンジニアリン
グ熱可塑性樹脂（極性エンジニアリング熱可塑性物質）と、ポリオレフィンと組み合わせ
たスチレンエラストマを主成分とする無極熱可塑性エラストマと、の間に、粘着接合を生
じさせることができる。
【００１０】
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　スチレンを主成分とする熱可塑性エラストマにおける低結晶度留分は、適切な、高分子
量の側鎖を有するＳＥＢＳのグループの商業的に入手可能なスチレンエラストマを選択す
ることによって、達成され得る。適切な商品は、例えばKraton（登録商標）MID 6932、Kr
atone（登録商標）MID 6924、あるいはKraton（登録商標）RP 6945である。
【００１１】
　これに関連する他のオプションは、その分子構造に起因してアモルファス軟質セグメン
トを有するＳＥＰＳ（ポリスチレンポリ（エチレン／プロピレン）ポリスチレン）の選択
である。そのような製品は、Septon（登録商標）の商品名で商業的に販売されている。
【００１２】
　さらに、Kraton（登録商標）G1851のような標準的なＳＥＢＳタイプ、あるいはSepton
（登録商標）4055の商品名で販売されているＳＥＥＰＳ（ポリスチレンポリ（エチレン／
エチレン／プロピレン）ポリスチレン）の軟質セグメントの結晶化は、商品名Engage（登
録商標）の商品名で販売されているアルファオレフィンあるいはRextac（登録商標）の商
品名で販売されているアタクチックポリプロピレンによって、防止され得る。
【００１３】
　ホモポリマーあるいはコポリマーのグループから選択される他のポリオレフィン、特に
ＰＰおよびＰＥ（ポリエチレン）は、最高７０％の量で第２の熱可塑性樹脂（熱可塑性物
質）に添加することができる。
【００１４】
　加えて、無水マレイン酸で改質したポリオレフィン、あるいはOrevac（登録商標） CA 
100またはKraton（登録商標）FG 1901の商品名で販売されている特殊なスチレンエラスト
マを、第２の熱可塑性樹脂（熱可塑性物質）に添加することができる。
【００１５】
　パラフィンあるいはエンジニアリング油のグループの軟化剤もまた、第２の熱可塑性樹
脂（熱可塑性物質）に最高６０重量％の量で添加することができる。
【００１６】
　第２の熱可塑性樹脂（熱可塑性物質）は、炭酸カルシウム、タルク、硫酸バリウム、金
属酸化物、水酸化物またはケイ酸といった通常の市販の充填剤および／または補強剤を、
最高８０重量％の量で含有することができる。
【００１７】
　抗酸化剤、光安定剤、潤滑剤または着色剤のような標準的な添加物もまた添加すること
ができる。
【００１８】
　さらに本発明は、選択的に電気メッキが施された複合製品の製造方法に関連する。
【００１９】
　これまでは、標準的な市販の熱可塑性エラストマ（ＴＰＥ）が柔らかい部分を構成して
いるときには、硬い部分と柔らかい部分の複合製品を選択的に電気メッキすることはでき
なかった。
【００２０】
　したがって、関連技術においては、装飾のために部分的に電気メッキを施した部分、あ
るいは、装飾のために電気メッキを施した多要素部分を製造するために、２つの基本的に
異なる方法が用いられてきた。
【００２１】
　第１の方法では、硬い樹脂成形品を射出成形し、電気メッキを施し、かつ、ＴＰＥを押
出コーティングする。この方法は、例えば、電気カミソリのサイドパネルを製造するため
に用いられている。
【００２２】
　この方法の短所は、工具およびプロセスが全体的に極めて精密な公差を必要とするため
、高価であるということにある。さらに、この方法に関連する不合格率は、ほんの僅かい
うわけではない。さらに、電気メッキは、他のファクタの中でもとりわけ電気メッキの治
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具上の位置によってその層の厚みが決定される、隙間に依存したプロセスである。このプ
ロセスに固有な層の厚みの変動は、高度なプロセス誘導および監視システムによって制御
されなければならない。
【００２３】
　また、様々なプロセス段階の多くに部分に手動による介入が必要であることも短所と考
えられる。
【００２４】
　また、電気メッキを施した部分と柔らかい樹脂製品との間に能動的な係止接合だけが生
成され、それらの間に不透過性が生成されないこともまた不利である。そのようなシール
が必要な場合は、より複雑な設備構造および追加のシーリング剤によってのみ製造するこ
とがきる。
【００２５】
　第２の方法は、第１の方法において説明したようなプロセス段階の数を減少させること
ができるとともに設備構造を単純化することができるように、より複雑な部品設計を考慮
に入れたものである。したがって、部品には、電気メッキされない樹脂から成形される複
雑なシールストリップを設けなければならない。これは、電気メッキを施した層がツール
を閉じたときに損傷することを防止するために必要である。
【００２６】
　この場合の短所は、より大きな投資を伴う３色射出成形される部分を必要とすることに
ある。
【００２７】
　本発明の意図はまた、関連技術の不都合を解決する、硬い樹脂部分（硬いプラスチック
部分）および柔らかい樹脂部分（柔らかいプラスチック部分）から選択的に電気メッキし
た複合製品を製造する方法を提案することにある。
【００２８】
　驚くべきことに、このことは、選択的に電気メッキを用いて硬い樹脂部分および柔らか
い樹脂部分から複合製品を製造する方法によって実現される。このとき、この方法は、ス
チレンを主成分とするエラストマおよびポリオレフィンを含有する熱可塑性樹脂（熱可塑
性物質）を用いて柔らかい樹脂部分を製造するとともに、
　ａ）複合製品のための射出成形金型を製作する工程と、
　ｂ）複合製品を射出成形する工程と、
　ｃ）複合製品に選択的に電気メッキを施す工程と、を備えることを特徴とする。
【００２９】
　本発明の好ましい実施の形態においては、射出成形および電気メッキの後に付加的なプ
ロセス工程として合格検査段階を実行する。柔らかい樹脂部分を製造するために、スチレ
ンベースのエラストマおよびポリオレフィンを含む熱可塑性樹脂（熱可塑性物質）を用い
ることにより、以下の方法の実施が可能となる。本発明の方法に特有な利点を強調するた
めに、上述した第１の方法と対比する。
【００３０】
　「本発明の方法」
　複合製品のための射出金型の製作
　　　↓
　複合製品の射出成形
　　　↓
　複合製品の不合格品の検査
　　　↓
　複合製品の選択的な電気メッキ
　　　↓
　電気メッキを施された複合製品の不合格品の検査
【００３１】
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　「従来技術の方法」
　硬い樹脂成形品のための射出金型の製作
　　　↓
　柔らかい樹脂成形品のための射出金型の製作
　　　↓
　硬い樹脂成形品の射出成形
　　　↓
　硬い樹脂成形品の不合格品の検査
　　　↓
　硬い樹脂成形品の電気メッキ
　　　↓
　電気メッキを施した硬い樹脂成形品の不合格品の検査
　　　↓
　キャビティ内への硬い樹脂成形品の挿入
　　　↓
　柔らかい樹脂成形品の射出成形
　　　↓
　電気メッキを施した複合製品の不合格品の検査
【００３２】
　関連技術よりいくつかの段階の分が短いこととは別に、本発明の方法は、個々のパーツ
を粘着接合によって機械的に結合しないという更なる利点を有している。これには、一方
ではいくつかの硬い樹脂部分が含まれ、かつ、他方ではいくつかの柔らかい樹脂部分が含
まれる。
【００３３】
　本発明においては、エラストマおよびポリオレフィンから製造される熱可塑性樹脂（熱
可塑性物質）を用いるが、これらの熱可塑性樹脂が３価クロム硫酸に対して耐性を示すの
で、硬い樹脂部分に電気メッキを施すことができる。
【００３４】
　複合製品はこのように製造することができるが、その後、標準的なプロセスと非常に類
似するプロセスで電気メッキを施す。
【００３５】
　スチレンベースのエラストマおよびポリオレフィンから製造される熱可塑性樹脂（熱可
塑性物質）は、６０％以上の側鎖留分を含むポリスチレンポリ（エチレン／ブチレン）ポ
リスチレン(SEBS)とすることができる。これは、熱可塑性樹脂（熱可塑性物質）の軟質セ
グメント内における高いアモルファス留分に帰着する。そのような種類の熱可塑性樹脂（
熱可塑性物質）は、Kraton（登録商標）MID 6932、Kraton（登録商標）RP 6924、あるい
はSepton（登録商標）2063の商品名で販売されているものとポリプロピレンとの組み合わ
せである。
【００３６】
　柔らかい樹脂部分（柔らかいプラスチック部分）を製造するために、通常の軟化剤およ
び充填剤を熱可塑性樹脂（熱可塑性物質）に加えることができる。
【００３７】
　柔らかい樹脂部分（柔らかいプラスチック部分）を製造するために用いるスチレンを主
成分とするエラストマの熱可塑性樹脂（熱可塑性物質）の結晶質留分は、好ましくは、こ
のエラストマの２０重量％を超えることはない。
【００３８】
　硬い樹脂には、好ましくは、極性アモルファスエンジニアリング熱可塑性樹脂（極性ア
モルファスエンジニアリング熱可塑性物質）が用いられる。これらのうち、アクリロニト
リルブタジエンスチレン共重合樹脂(ABS)またはＡＢＳの混合物が特に適している。これ
らは、電気メッキを受けやすい。
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【００３９】
　ＡＢＳに最も適しためっき法は、３価クロム硫酸による古典的な方法、並びに、イオン
およびコロイドによる方法である。
【００４０】
　樹脂の金属被覆については、Handbuch Kunststoff-Metallisierung「樹脂金属被覆マニ
ュアル」、Leuzo Verlag、Saulgau/Wurttemberg、1991を参照されたい。
【００４１】
　本発明のさらに好ましい実施の形態において、この方法は、硬い樹脂部分（硬いプラス
チック部分）が、スチレンを主成分とするエラストマおよびポリオレフィンから製造され
た熱可塑性樹脂（熱可塑性物質）でオーバーモールドされることを特徴とする。
【００４２】
　さらにもう一つの好ましい方法は、スチレンを主成分とするエラストマおよびポリオレ
フィンの熱可塑性樹脂（熱可塑性物質）が、金属効果スパングルで着色されることを特徴
とする。
【００４３】
　他の好ましい実施の形態において、この方法は、硬い樹脂部分（硬いプラスチック部分
）に印刷が付加されることを特徴とする。
【００４４】
　本発明の方法で製造される複合製品の用途の領域は、例えば、ひげ剃り、メッキ治具プ
ロテクタ、包装、または小瓶である。
【００４５】
　硬い樹脂部分（硬いプラスチック部分）および柔らかい樹脂部分（柔らかいプラスチッ
ク部分）の透明度はまた、特別な光の効果と組み合わせてデザイナーに可能な幅（可能な
範囲）をもたらすことができる。
【００４６】
　電気メッキを施すことができる硬い樹脂部分（硬いプラスチック部分）を着色するとと
もに、電気メッキを施することができない柔らかい樹脂部分（柔らかいプラスチック部分
）をそれにオーバーモールドすることにより、特に印象的な効果を達成することができる
。したがって、下地の色は、透明な柔らかい材料が付加されている領域においてのみ視認
することができる。
【００４７】
　透明な柔らかい樹脂部分（柔らかいプラスチック部分）を金属効果スパングルで着色す
るとともに、深さの効果を与えるために着色された下地を有し、あるいはオーバーモール
ドされる領域部分を例えば印刷によって装飾することにより、特別な効果を創り出すこと
ができる。
【００４８】
　このプロセスにおいては、電気メッキ槽内において表面の線を覆うように柔らかい樹脂
部分（柔らかいプラスチック部分）の幾何学的形状を設計することにより、モールド成形
した部分の表面が金属被覆を有しないようにし、それによってさらなる色彩効果が生じる
ようにすることもまた可能である。
【図面の簡単な説明】
【００４９】
【図１】本発明の方法により複合製品として製造される歯ブラシを示す図。
【図２】装飾的な複合製品の平面図。
【図３】図２の装飾的な複合製品の側面図。
【図４】スクリューキャップあるいは蓋の斜視図。
【図５】図４のスクリューキャップあるいは蓋の側面図。
【図６】スイッチまたはディスプレイの側面図。
【発明を実施するための最良の形態】
【００５０】
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　以下の文章においては、多くの実施例を参照しつつ、本発明の熱可塑性樹脂製品につい
てより詳細に説明する。
【実施例】
【００５１】
　実施例１
　６０％以上の側鎖留分を含む３０．３重量％のＳＥＢＳ　(Kraton（登録商標）RP 6924
）、２４．２重量％のパラフィンホワイト油(Primol 382)、３．０重量％のホモポリマー
ポリプロピレン(Borealis HID 120 MO)、１８．２重量％のコポリマーポリプロピレン(Hi
fax（登録商標）CA 60A)、および、２４．３重量パーセントの炭化カルシウム(Calcilit 
6G)から、通常の方法で高分子化合物を製造した。
【００５２】
　実施例２
　６０％以上の側鎖留分を含む８４．７重量％のＳＥＢＳ(Kraton（登録商標）MID 6932)
、および、１５．３重量％のＰＰ－ＭＡＨ（ポリプロピレンマレイン酸無水物）(Orevac 
（登録商標）CA 100)から、通常の方法で高分子化合物を製造した。
【００５３】
　実施例３
　６６．７重量％のＳＥＰＳ(Septon （登録商標）2063)、１６．７重量％のコポリマー
ポリプロピレン(Hifax （登録商標）CA 60A)、および、１６．６重量％のアタクチックポ
リプロピレン(Rextac （登録商標）APAO 3585)から、通常の方法で高分子化合物を製造し
た。
【００５４】
　比較実施例１
　１９．２重量％のＳＥＢＳ(Kraton （登録商標）G1654)、５．８重量％のＳＥＢＳ－Ｍ
ＡＨ(Kraton（登録商標）FG 1901)、２３．１重量％のパラフィンホワイト油(Primol 382
)、３２．７重量％のＴＰＥ－Ｅ(Hytrel 4068)、および、１９．２重量％の炭化カルシウ
ム(Calcilit 6G)から通常の方法で高分子化合物を製造した。
【００５５】
　比較実施例２
　１００パーセントのＳ－ＳＢＳ(Styroflex（登録商標）2G 66)を用いた。
【００５６】
　実施例および比較実施例の高分子化合物は、一対のスクリュー混合押出機(Berstorff Z
E 50A)で均質化させるとともに、Klockner-Ferromatik F 110射出成形機で２部品の複合
体を製造した。このため、１５０ｍｍ×１００ｍｍ×２ｍｍの寸法のＡＢＳディスク(Pol
ylac 717)の表面を、実施例の混合物で２ｍｍオーバーモールドした。次いで、全ての例
の混合物の剥離力を、幅２００ｍｍのストリップ、９０度の剥離角、および、Zwick 1445
引張強さ材料試験機上において１００ｍｍ／分の試験速度で比較する試験を行った。
【００５７】
　剥離力の平均値は、各混合物の硬度と共に以下の表に示されている。
【表１】

【００５８】
　本発明による熱可塑性樹脂製品は、関連技術の相当製品よりかなり強い材料ベースの粘
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着接合性を呈した。その結果、本発明の熱可塑性樹脂製品は、例えば水性媒体に対するシ
ールとして用いることができる。
【００５９】
　本発明による熱可塑性樹脂製品は、関連技術に対し透明にできるという更なる利点を有
しており、それによって例えばデザイナーに対して未知の可能性を提供することができる
。
【００６０】
　本発明の熱可塑性樹脂製品の他の重要な利点は、ショアＡ硬度で５０以下のショア硬度
でも良好な粘着接合性を提供することにある。
【００６１】
　選択的に電気メッキした複合製品を製造するための本発明の方法およびその利点につい
て、図面を参照しつつ以下により詳しく説明する。
【００６２】
　図１は、本発明の方法により複合製品として製造される歯ブラシ１を示している。
【００６３】
　歯ブラシ１は、ハンドルとブラシヘッドを有している。これらの２つのユニットは、ブ
ラシネックによって接続されている。それらは共に硬い樹脂部分３’を代表している。硬
い樹脂部分３’は透明でも着色されていてもよい。
【００６４】
　ハンドルは、電気メッキ層５’で包まれている。
【００６５】
　このハンドルは、絶縁材としての役割をする柔らかい樹脂部分４’により、外見的にブ
ラシネックから切り離されている。２色射出成形を適用すると、３つの部品からなる外観
が与えられる。
【００６６】
　図２は、装飾的な複合製品６の平面図を示している。
【００６７】
　押印または浮出模様７は、硬い樹脂部分３''としての着色された支持部を具備した装飾
部分６に付加されている。押印または浮出模様７は、透明な柔らかい樹脂部分４”でオー
バーモールドされる。
【００６８】
　硬い樹脂部分３”のうちオーバーモールドされない領域は、電気メッキ層５”で覆われ
ている。
【００６９】
　図３は、図２の装飾的な複合製品６の側面図を示している。
【００７０】
　図４は、スクリューキャップあるいは蓋８の斜視図を示している。
【００７１】
　この場合、環状の柔らかい樹脂部分４'''は、スクリューキャップあるいは蓋８の略中
央部分を囲んでいる。柔らかい樹脂部分４'''は着色されあるいは透明で絶縁効果を有し
ている。硬い樹脂部分３'''は、基部としての役割を果たし、かつ着色されている。電気
メッキ層５'''は、環状の柔らかい樹脂部分４'''によって占められている領域を除いて、
硬い樹脂部分３'''に付加されている。
【００７２】
　スクリューキャップあるいは蓋８は、３部品の品物の外観を有して２色射出成形された
製品である。
【００７３】
　図５は、図４のスクリューキャップあるいは蓋８の側面図を示している。
【００７４】
　ねじ山９は、選択肢として示されている。
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【００７５】
　図６は、スイッチまたはディスプレイ１０の側面図を示している。
【００７６】
　この場合、硬い樹脂部分３''''は、透明な支持材料としての役割をしている。この部分
の上側および下側の中央部分は透明で柔らかい樹脂部分４''''でオーバーモールドされて
いる。硬い樹脂部分３''''の残りの部分の表面は電気メッキ層５''''で覆われている。
【００７７】
　照明手段２は、スイッチまたはディスプレイ１０の下方に配置されている。硬い樹脂部
分３''''および柔らかい樹脂部分４''''の両方が透明であることは、このスイッチあるい
はディスプレイ１０の上側に特に印象的な光学的効果を作り出すことを可能としている。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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